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女性差別撤廃委員会
通報番号 13/2007

母の姓を名乗ることあるいは自分の姓を子に名乗ら

せることができないのは,男女平等に反するという

複数の女性からの申立について,被害者適格,時間

的管轄権,国内救済手続未了を理由に不受理と判断

された事例

通 報 者 Ms.Dayrasほか7名o

SOSSeXisme(NCO)

が提出○

当 事 国 フランス

通 報 日 2006年 7月 6日

見 解 採 択 日 2009年 8月 4日

条 約 発 効 日 1984年 1月13日

事案の概要

1 通報者は,フランス国籍を有する女性 7

名である｡MsDayrasほか 1名は結婚 してお

らず,子を持たないことを選択 した理由は,フ

ランス法の下では自らの姓を子に継がせること

がで きないためである と主張 してい る.Ms.

Campo-Trumelほか4名 は,結婚 し子 がある

が,すべての子が父の姓を名乗っており,子 ら

に自らの姓 を継がせたい と考 えてい る｡Ms

Dayrasほか2名は,自らの母の姓 を名乗 りた

い と考 えてい る｡フランスでは,2003年 6月

18日法により改正 された姓に関する2002年 3

月4日 法 (以 下,2003年 改 正 法)が,

2005年 1月 1日に発効 した｡同法では,子の

姓はいずれの配偶者の姓あるいは両方の姓を-

イフンで結んだものでもよい とされているが,

夫婦で意見が異なる場合には,父に拒否権が認

められ,子は父の姓を名乗ることになる｡また,

夫婦が妻の姓を子に名乗らせると明示 していな

い場合には,子は自動的に夫の姓を名乗る｡さ

らに,2003年改正法は,2005年 1月 1日以降

に生まれた子 と2004年 9月1日に13歳未満だ

った子にしか適用 されないため,通報者 らが自

らの母の姓を名乗ることはできない｡こうした

状況は,男女の平等に違反 している｡本通報の

受理可能性について,姓の変更について定めら

れた民法61条 1項の手続は,終了まで少な く

とも10年はかか り,効果的救済がもたらされ

る見込みがない｡本事案の通報者を含む女性た

ちによる欧州人権裁判所への提訴は,2003年

改正法施行以前の法を対象 としたものであり,

同一事案ではない｡

2 これに対 し,関係国政府は以下のように

反論 した｡

1) フランスは,姓の選択を含む夫および妻の

権利 の平等 を定めた条約 16条 1項 (g)を

留保 している｡

2) 通報者のうち子を持たない者が,子に自ら

の姓を細がせ られないことをその理由として

主張することは権利の濫用であり,当該通報

者は議定書 2条にい う権利の侵害の被害者 と

はいえない｡

3) 母の姓を名乗 りたい とい う通報者は,父の

姓を名乗ることによる差別の被害を立証 して

いない｡姓は子の性別に関係なく与えられて

お り,子の立場から差別を受けたとはいえな

い ｡

4) 結婚 し,子が夫の姓を名乗 っている通報者

については,権利侵害の被害者である可能性

があるが,フランスに対する議定書発効以前

に子が成人に達 した通報者に対する差別は,

その時点で終了している｡Ms.Delangeの未

成年の子については,姓の変更のための民法

61条 1項による手続が尽 くされていない｡

5) 同一事案が欧州人権裁判所ですでに審査 さ

れている｡
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6) 子の姓について夫婦の意見が異なる場合に

夫に拒否権が認められているのは,母 として

の女性の権利 と,生後速やかに登録され,安

定的な市民的地位 を得るとい う子の利益 とを

調整するためである｡

4 委員会の暫定的決定により,本事案は条

約 2条,5条,16条 1項に関する問題を提起 し

ていると考えられるとして,両者に再度意見が

求められた｡通報者は,2003年改正法は結婚

した女性は夫の権威に従 うものとい う慣習的な

性質 を有 してお り,条約 2条,5条に反 してい

る｡また,議定書は留保を認めていないので,

条約 16条 1項 (g)の留保 を考慮す る必要は

ない と回答 した｡一方,関係締約国は,議定書

17条の留保の禁止は,議定書のみにかかわる

ものであること,lexspecialis(特別法)の原

則 に則 り,本事案 は条約 16条 1項 (g)に よ

り判断すべ きであること,条約 2条,5条,16

条 1項を考慮する場合には,受理可能性の検討

に限られるべきであるが,本通報は受理可能 と

は考えられないため,適用の余地はないこと,

5条については,2003年改正法は偏見や慣習 と

は関係なく,同条の対象 とはならない と主張 し

た｡

委員会の見解

1) 本通報 は,条約 16条 1項 (g)に よ り検

討 されるべきであると考える｡

2) 条約 16条 1項 (g)は,夫 と妻 とい う関

係において女性が自己のアイデンティティの

一部 として姓を保持 し,自分の子にそれを伝

える権利を定めたものであり,結婚 している

か事実婚生活をしている女性のみの権利 と考

えられる｡よって,夫 と妻 とい う関係を持た

ず,子 もいないMs.Dayrusほか 1名は,義

定書 2条に定める被害者に相当 しない｡

3) 母の姓を名乗 りたい とい う3名については,

国内救済手続を尽 くす試みがされておらず,

父の名を名乗るときに性差別を受けたことが

証明されていない｡

4) 子に自らの姓を名乗 らせることができなか

った通報者については,被害者 といえるかも

しれないが,子が成人に達 した時点,すなわ

ち関係締約国に対する議定書発効以前に当該

差別は終了している｡

5) 未成年の子を持つ通報者については,国内

で法的手続がとられておらず,子が姓を変え

ることに同意すれば,国内手続をとることが

で きる｡民法 61条 1項の手続については,

通用および解釈に改善の余地があるとしても,

手続が不当に遅延 しているか,効果的な救済

がもたらされる見込みがない とまではいえな

い｡

*Hayashi,Simonovie,Halperin-Kaddari,

Pimentel,Neubauer,Chutikul,Popescu委員

による同意意見

通報を不受理 とすることについては賛成だが,

その理由は国内救済措置が尽 くされていないた

めとすべ きである｡

通報者が問題 としている国内法は,以下のよ

うに整理できる｡

(1)通報者 らの出生時には,結婚 した夫婦の子

は母親の夫の姓を名乗るとい う慣習法が適用

されていた｡

(2)2003年改正法では,子に夫婦いずれかの

姓あるいは両者の姓を-イフンでつないだ姓

を名乗 らせることが認められた｡ しか し,夫

婦の意見が異なる場合,拒否権は夫にある｡

また,2003年改正法は遡及的に適用 されな

い｡

(3)民法 61条は,祖先や 4親等 までの親族の

姓が消滅することを防止する目的で姓名の変

更を認めるものである｡

通報者 と関係締約国による主張は,締約国に

婚姻および家族関係に係る事項について,女性

に対する差別を撤廃するための適当な措置をと

ることを求めた条約 16条 1項に関するもので

ある と考 える｡同条 1項 (a)～(h)は対象 と
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なる事項の例示であり,網羅的ではない｡

通報者からの申立は3つに分類できる｡

(1)Ms.Dayrasほか 1名 :母の姓 を名乗 りた

い とい う主張であると解釈すべきである｡

(2)Ms.Muzard-Fekkarほか 1名 :子 に自分

の姓を名乗 らせることと,自らの母の姓を名

乗ること｡

(3)Ms.Campo-Trumelほか2名 :子に自分の

姓を名乗 らせること｡

母の姓 を名乗 りたい とい う主張は,条約 16

条 1項 (g)の範噂ではない｡よって,同規定

への留保について検討する必要はない｡

通報者 らの出生時の慣習法は女性に対 して差

別的であるが,関係締約国は,2003年改正法

において過去の侵害を救済するための措置をと

っていない｡また,子の権利を守るために調整

されるのが,父ではなく母の権利でなくてはな

らない理由はない｡ さらに,出生時の姓が子の

性別に係わらず決定 されていたことは,父の姓

が自動的に付与されることによる女性への差別
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を減ずるものではない｡民法 61条による姓名

変更手続は,姓の消滅を防止するためであり,

ジェンダー平等 を目的 とした ものではない｡

(2008年 1月のフランス報告書審査において,

姓についての法律改正が勧告 されている｡)母

の姓を名乗れないことが権利の侵害であるかど

うかは,個別に判断されるべ きであり,子の有

無にかかわらず,通報者には被害者資格がある

と考えられる｡ しか し,母の姓を名乗ることを

求める通報者は,少なくとも国内救済手続の利

用を試みるべ きである｡

子に自分の姓を名乗らせたい とい う主張につ

いては,被害者資格は認められるが,子が成人

した時点で通報者の被害は終了していると考え

られる｡未成年の子については,民法 61条の

手続がとられていない状況で,当該手続が不当

に遅延 しているか,あるいは効果的な救済がも

たらされる見込みがない と判断することはでき

ない｡

(担当 :近江美保)




